第１７章　財政
大阪府の財政
１　普通会計
　昭和53年度の普通会計決算額は、歳入が10,281億円、歳出が10,339億円となり、52年度に比べて6.1パーセント、5.9パーセント増加した。
　53年度決算の特徴は、単年度収支が43億円の黒字となり、累積赤字（実質収支）は174億円と昨年（217億円）に比べ若干改善されたものの、人件費、公債費、扶助費などの義務的経費の歳出総額に占める割合は55.8パーセント（52年度54.8パーセント）と増加し、いぜんとして財政の硬直化がみられることである。
歳入
　53年度の歳入構造をみると、自主財源の割合は64.2パーセントと52年度（63.0パーセント）を若干上回った。これは、主として府税収入が伸びたためである。
　一方、依存財源は35.8パーセントと52年度（37.0パーセント）よりも低くなったが、これは、府債の大幅な発行減による（対前年度比36.4パーセントの減少）。
　府は従来から、自主財源の拡充に努めてきたが、今後とも一層の努力を払っていく必要がある。又、超過負担の解消など、現行の財政運営上の不合理を撤廃するとともに、依存財源の適正確保に努める必要がある。
歳出
　歳出決算額を行政目的別にみると、最も大きな割合を占めているのは教育費（歳出総額の37.0パーセント）で、次いで土木費（同16.3パーセント）、警察費（同12.0パーセント）、公債費（同7.9パーセント）の順。 52年度と比較すると、公債費が20.5パーセント増で最も高く、以下商工費（12.9パーセント増）、諸支出金（11.9パーセント増）などとなっている。
　又、性質別では、人件費、扶助費、公債費などの義務的経費が55.8パーセントを占めている。これに反して投資的経費が2.9パーセント減、特に単独事業費は246億円、前年度比23.8パーセント減と落ち込んでいる。
２　公営企業会計
　府営企業には、上水道、工業用水道、病院、宅地造成、港湾整備（以上法適用の公営企業）と、法非適用の流域下水道事業の計６事業がある。
　53年度の決算状況をみると、水道事業は料金改定などにより単年度では47億５千万円の黒字となったが、なお、53年度末現在で約64億円の累積赤字がある。
　工業用水道事業は52年度に引き続き、１億2,211万円の黒字が生じた。
　病院事業は、職員の給与費や材料費の増等によって約17億円の赤字となった。
　また、宅地造成事業は２億7,381万円、港湾整備事業は約10億円のそれぞれ黒字となった。
市町村の財政
　昭和53年度の府下市町村普通会計決算額は、歳入が１兆6,048億円、歳出が１兆6,187億円となり、52年度に比べて11.8パーセント、11.1パーセントの伸びを示した。又、実質収支もマイナス219億円となり、各市町村の財政も改善されつつある。
歳入
　歳入決算額（1兆6,048億円）を科目別にみると、地方財政の根源となる市町村税（6,402億円）と地方交付税（1,267億円）のウェイトが47.8パーセントと、総額の50パーセントに満たない状態であり、義務的経費の増加傾向からみて、市町村の財政運営はますます困難になるものと予想される。
歳出
　目的別に構成比をみると、土木費が23.0パーセント、教育費が18.6パーセントで総額の41.6パーセントを占めている。一方、住民福祉に直結した民生費、衛生費は30.0パーセントを占めているが、このうち民生費は52年度に比し11.9パーセント増となった。
　性質別では、普通建設事業費28.2パーセント、人件費24.0パーセント、扶助費14.1パーセント、公債費9.7パーセントなどとなっているが、人件費、扶助費などの消費的経費のウェイトは52年度の51.6パーセントから52.2パーセントに少し拡大した。
　次に、一般財源の充当状況をみると、人件費、扶助費、公債費の義務的経費に対する充当率は55.3パーセントとなり、やや低くなったが、手放しで喜べない状況にある。これに対して、投資的経費への充当率は若干高くなり、53年度では9.5パーセントであった。
